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③流出抑制対策の展開と強化

流出抑制対策の拡大

ため池の治水活用

防災調整池

公園貯留

自然地の保全

雨水貯留浸透
施設

河川への流出抑制対策の例

透水性舗装

浸透ます

各戸貯留・浸透

水田貯留

宅地造成等によって、雨水が地下に浸透せず、
河川等に一度に流出して浸水被害をもたらす

地下に浸透

【都市化に伴う河川への流出量の増大】

○ 急激な都市化に伴う河川への流出量の増大により治水安全度の低下が著しい都市部の河川流域を対象に、
河川対策、下水道対策に加え、雨水貯留浸透施設の整備などの流出抑制対策等を実施する総合治水対策を
昭和５５年より推進

○ 気候変動による降雨量の増大を考慮すると、都市開発による流出増を抑制するための貯留施設の整備に加
えて、地域の協力によって更なる貯留施設等の整備により、河川への流出を抑制。

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第３回 資料３ P45 より 1



③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【農業用施設等の活用】

○ 地方自治体においても、ため池や水田などの既存ストックに貯留機能を付与することで治水対策への活用を
行っている。

ため池

水 田

・ 兵庫県や県内市町は、ため池の事前放流施設の整
備等を実施

・ 奈良県や大和川流域市町村は、ため池の事前放流
施設の整備等を実施

・ 国土交通省は、「流域貯留浸透事業（防災・安全交
付金）」にて地方公共団体が治水容量を確保するた
めの改良等に対して支援

【参 考】
農林水産省は、農業・農村の多面的機能の増進を
図るため、農業者等で構成される組織が、地域共
同で水田等の雨水貯留機能の活用を図る取組を
行う場合、「多面的機能支払交付金」を活用可能と
している。

・ 新潟市は、「田んぼダム利活用促進事業」にて団体
が行う水田貯留施設整備を支援

・ 兵庫県は、水田貯留に関心を持つ集落にせき板を配
布する等の取組を推進

兵庫県での事例

新潟市での事例

⽥んぼダムます

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第３回 資料３ P55 より 2



○個⼈住宅等に設置する貯留タンク、⾬⽔浸透ますなどの⼩規模な施設に対して、地⽅公共団体が住⺠等に設
置費⽤を助成する場合、国が、地⽅公共団体に対して交付⾦により⽀援を実施。

各⼾貯留浸透施設（⽀援対象）のイメージ 取組事例（新潟市）
新潟市では、総合的な⾬⽔対策として⾬⽔流出抑制を地域全体
で拡⼤するため、宅地内の⾬⽔浸透ます設置の助成を平成12年
度より開始した。
市⺠から助成を積極的に活⽤してもらうため、様々な普及啓発活動
の展開に努め市⺠の理解と協⼒を得た成果として、平成25年度末
までに、累計で約6万基の⾬⽔浸透ます、⾬⽔貯留槽の設置を⾏っ
た。
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新潟市の⾬⽔貯留浸透施設の設置件数

③流出抑制対策の展開と強化

河川等への流出を抑制する雨水貯留浸透施設整備【各戸貯留等による浸水対策】

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第３回 資料３ P53 より 3



【参考】１．ため池等の治⽔利⽤・改修（補修）

4 4

薩摩川内市
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【参考】１．ため池等の治⽔利⽤・改修（補修） 薩摩川内市
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【参考】１．ため池等の治⽔利⽤・改修（補修） 薩摩川内市
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【参考】１．ため池等の治⽔利⽤・改修（補修） 薩摩川内市



【参考】２．開発⾏為に伴う流出増対策の強化 えびの市

えびのＩＣ▼

九州自動車道

▼道の駅えびの
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【参考】６．利⽔ダム等４ダムにおける事前放流等の実施、体制構築



ハザードエリアと市街地エリアの重複がある場合の⽴地適正化計画の事例②

○浸⽔想定区域については、全ての浸⽔想定区域を居住誘導区域から除外している事例や、想定浸⽔深によって居
住誘導区域から除外している事例がみられる。

⽤途地域内の⼀部に浸⽔想定区域が指定されてお
り、全ての浸⽔想定区域を居住誘導区域から除外
している事例

想定浸⽔深２．０ｍ以上の区域を居住誘導区
域から除外している事例

想定浸水深２．０ｍ以上のため、
居住誘導区域から除くエリア

出典︓「 ⽔災害対策とまちづくりの連携のあり⽅」検討会 第１回 資料３２ P16 より10



11

輪中提区間の薩摩川内市司野地区、南瀬地区、久住地区およびさつま町大願寺地区において建築基準法に
基づいた建築の制限を行う「災害危険区域」の条例を制定。

薩摩川内市南瀬地区・久住地区の条例制定区域 さつま町大願寺地区の条例制定区域

南瀬地区

久住地区

大願寺地区

薩摩川内市司野地区の条例制定区域

司野地区

Ｈ２３．７．２２ 鹿児島建設新聞

薩摩川内市における地元説明会の様子

輪中堤

災害危険区域
（氾濫許容）

宅地

輪中堤整備状況（司野地区） 11

【参考】１１．⼟地利⽤規制・誘導（災害危険区域等） １２．輪中堤の機能維持



避難駐⾞場の⾼台整備

避難駐⾞場の⾼台整備

避難駐⾞場の⾼台整備

【令和２年７⽉４⽇１１時頃】

【令和２年７⽉４⽇１１時頃】 【令和２年７⽉４⽇１１時頃】

【参考】１３．⼯事残⼟等を活⽤した避難路・⾼台整備 えびの市



○氾濫水を早期に排除するための排水門の整備や排水機場等の耐水化等を推進

排水機場の耐水化

止水板の設置電源設備等の嵩上げ

排水ポンプ車による緊急排水

迅速な氾濫水排除のための
排水門の整備

氾濫

13

浸水エリアを氾濫拡大の抑制と氾濫水の排除等

出典︓気候変動を踏まえた⽔災害対策検討⼩委員会 第３回 資料３ P67 より 13



■排水作業準備計画とは・・・

実際の洪水時に、氾濫状況に応じて、排水作業の進め方等を検討・決定する上での必要な基礎資料とするもの
であり、想定最大規模降雨で検討する。氾濫特性を把握し、排水ポンプ車のルート、設置・待機スペース、燃料補
給方法、排水先等踏まえた上で、最も効率の良い計画を作成し、その上で訓練等に活用する。

先行して薩摩川内市街部で作成し、
関係機関に共有するとともに、今後、
訓練等で活用頂く。
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【参考】１５．排⽔作業準備計画の作成・普及



 川内川では、自ら判断して避難することができる人材育成を目的とした水防災河川学習を小学校において推進中。
 平成２４年度からさつま町において「水防災河川学習プログラム」の開発を進め、平成２６年度から町内の全小学校（９校）で本プロ

グラムを用いた教育課程に基づく授業を開始。
 平成２８年度から薩摩川内市においても、８校で試行授業の取組を実施しており、平成３１年度より薩摩川内市内の全小学校（２７

校）の授業にて活用していただくこととしている。
 伊佐市においても、全１４校の内、３校を指定校として平成３１年度より活用していただくこととしている。
 湧水町からは、全小学校（５校）で実施してはどうかと提案頂き、R1.10.2校長研修会にて説明を実施。

小学校５年生理科「流れる水のはたらき」
の授業の様子

（さつま町立盈進小学校 H25.10）

小学校５年生理科「台風と天気の変化」
の授業の様子

（薩摩川内市立東郷小学校 H28.10）小学校５年生社会科「自然災害を防ぐ」の
授業の様子（さつま町立盈進小学校 H29.2）
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【参考】１６．川内川⽔系⽔防災河川学習プログラムの活⽤推進



川内川⽔防災河川学習プログラムの普及活動

薩摩川内市 校長研修会（H31.4.12）

16

伊佐市 菱刈小学校（H31.3.13）

湧水町 校長研修会（R1.10.2）

 新学習指導要領（H29.3公示）に基づき、令

和２年度より小学校にて全面実施され、教科
書の内容が変更となる。

 そのため、「川内川水防災学習プログラムに
おいても、新しい教科書の内容に合わせて、
現在、プログラムの改訂作業中。

 今後、各市町の教育委員会等による改訂検
討会を開催し、作成予定。

【参考】１６．川内川⽔系⽔防災河川学習プログラムの活⽤推進
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【参考】１７．出前講座・防災学習の実施 気象台
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【参考】１７．出前講座・防災学習の実施 気象台
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【参考】１７．出前講座・防災学習の実施 気象台



「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン 骨子」（R2.8）より抜粋
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「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン 骨子」（R2.8）より抜粋
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令和２年７月球磨川豪雨検証委員会（R2.8.25開催）の資料より抜粋

22



・市町、県、国ともに体制に入るタイミングは「河川水位」「気象庁の気象警報」。

【令和２年７月豪雨後の防災情報に係る打合せ結果】

・雨量・水位の情報を得るためのシステムは主に県の「河川砂防情報システム」（鹿児島県）、
「雨量・河川水位観測情報」（宮崎県）を利用。
その他、国の「川の防災情報」「川内川の河川情報（自治体向け）」、市独自の「雨量計の
システム」等を利用。

・今後の水位の変化の見通しを立てるため、上流の水位や流域全体の雨量を確認している。

流域全体の把握のための一元化されたシステム構築

・被災状況等の情報は、一般住民からの通報、水防団、消防団等の巡視等による。

流域全体の水文情報の把握のための情報取得の強化

・カメラの画像を適宜、確認し、河川監視に用いている。

雨量・水位の情報及び被災情報の収集方法の不足

県・市町・国のシステムが混在し、状況把握が困難

【課題】

【改善策（例）】

共有化・見える化

（災対室の環境整備、危機管理型水位計やカメラ画像の更なる活用）

【参考】２２．関係機関における防災情報連携の強化（共有化、⾒える化）


